
令和元年度再評価箇所

事業 1街路事業
区分 |

事業 長崎県
主体

事業名 |」 R長崎本線連続立体交差事業

延長 1    約2.5km起終点 1自 :長崎市松山町 至 :長崎市尾上町
事業概要 |」 R長崎本線の長崎市松山町から長崎駅までの区間において、鉄道を連続立体交差化する
ことにより4箇所の踏切を除去し、踏切による交通渋滞の解消等交通の円滑化を図るとともに、線路に
より分断されていた東西市街地の一体化による地域活性化に寄与することを目的とした事業である。

H21年 度用地着手 H22年 度工事着手H13年 度
着工準備採択

H20年 度都市計画決定
H21年 度事業認可

670/0 ――km供用済延長円

計画 /日
総費用 1 俄事剰イ停業全榊
185億円/505億円
事業費:179億円/474億円
維持管理費: 6億円/31億円

総便益 i (残事業)イ (事業全体)
521億円/521億円

走行時間短縮便益:508億円/ 508億円
走行費用減少便益: 12億円/ 12億円
交通事故減少便益: 1億円/ 1億円

基準年 十

令和元年
費用便益
分析結果

B/C I
停業全榊 103

俄事鶏 2.82

・鉄道の高架化により、4箇所の踏切が除去され、踏切による交通渋滞の解消や踏切事故が無くなること

により、交通の円滑化が図られる。
・鉄道により東西に分断された市街地の一体化により地域活性化に寄与する。
日九州新幹線及び長崎駅周辺土地区画整理事業と一体的な整備により、長崎駅西側の土地の有効な活用

が可能となる。

事業の効果等

関係する地方公共団体等の意見
地区画整理事業との一体的な整備促進が望まれている。駅周辺土九州新 およ

月に長崎県及び長崎市が長崎駅舎 日駅前広場等デザイン基本計画を公表。
・駅周辺土地区画整理区域内におけるMICEや駅ビル等の開発計画、また近隣の土地におけるサッカース

日平

された。

での周事業採択時より再評価

タジアムを主とした大規模開発計画 から公

日平成28年 3月 に仮線への切り替え完了。平成28年 10月 に高架本体工事の現地着手を行い、現在、全区間

に渡り高架本体工事 (上部工)、 駅舎建築

の

工している。

状況、

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等 |
日令和2年 3月 の高架切り替えに向け、鋭意工事を進めていく。

施設の構造や工法の変更等 |な し
対応方針 事業継続

以上 ば、事業の必要性、重要性に変更はないと
定の理由

えられる勘 れ

幸町踏切

ヽ

r■ !ギ
:



令和元年度 第 1回
長崎県
′ム`共事業評価監視委員会

再評価対象事業

都政-1 街路事業(連続
立体交差)

」R長崎本線

事業主体 長崎県

再評価
の理由

再評価後変更
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1.審議経過

審議経過 再評価の理由
工期 事業費

(億円)
B/C 備考

着工 完了

当初 H13 H27 348,0 2.15

【工事概要】

延長=2.5km
工事方式 :仮線方式

除却踏切 :4箇所

奉1回審議
(H17)

着工準備採択後5

年経過
H13 H33 348.0 1.74

【当初評価からの変更概要】
都市計画手続き難航による工期延長

第2回審議

(H22)
再評価後5年経過 H13 H32 396.0 1.11

【前回評価からの変更概要】

設計の進捗に伴う事業賣増額

第3回審議
(H27)

再評価後5年経過 H13 H32 396.0 1,09 (前回計画からの変更点なし)

第4回審議
(H30前回)

再評価後変更 H13 H33 426.0 1.06
【前回評価からの変更概要】
駅舎デザインの変更による事業資増額
と工期延長

第5回審議
(Rl今回)

再評価後変更 H13 R3 494.2 1.03
【前回評価からの変更概要】

支障物の発生、労務費・材料賣の単価

上昇等による事業費増額
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2.目 的コ事業概要日これまでの経緯

◆目的
JR長崎本線の長崎市松山町から長崎駅
までの区間において、鉄道の高架化によ
り踏切を除却し、踏切による事故や交通
渋滞の解消等、交通の円滑化を図るとと
もに、線路により分断されていた東西市
街地の一体化による地域活性化に寄与
することを目的としている。

◆事業概要

計画延長 L=2,480m

工事方式 仮線方式

除却踏切 竹岩橋踏切、梁川橋踏切、
宝町踏切、幸町踏切

▼事業経過

平成13年度 着工準備採択

平成21年度 事業認可、用地着手

平成22年度 工事着手

平成27年度 仮線切替

令和元年度 高架切替予定 (3月 )
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事業進捗率 67.4%(事業貴ベース)
用地進捗率 100%(面積ベース)

事業区間 長噛市松山町～尾上町
L=2,480m
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3.事業の効果・必要性

<交通の円滑化 >
現状では踏切による交通渋滞や緊急車両の交通遮断等が発生。

鉄道を高架化し事業区間内の4箇所の踏切を除却することで、踏切
による交通渋滞や踏切事故の解消等が図られる。

目道206号 茂里町交差点

踏切による交通渋滞 踏切による緊急車両の
交通遮断

<東西市街地の一体化>
鉄道によって分断された東西市街地の一体化による地域活
性化に寄与することが期待される。

九州新幹線及び長崎駅周辺土地区画整理事業との一体的
な整備により長崎駅周辺の土地の有効活用が可能。

高架後

稲佐立体交差付近の高架イメージ
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梁川構踏切

,

現況 高架後

長崎駅周辺の整備イメージ
梁川橋踏切付近の高架イメージ



4.事業の進捗状況(事業費の見直し①)

工藤'

一.■ ■■―

囲

ト

化対策の追加

発 生

i!

事業資増の内害 増額 主な増額理由

①支障物の発生 約300億円
既設の軌道を一部撤去した際に当初想定していなかった支持杭が出現し、杭の破砕撤去が必要
となったが、今後撤去する軌道の下にも同様の支持杭が存在する可能性があり、その破砕撤去

費用を追加計上する。

約115億円

当初、既存の橋梁を仮設構造物で下から支え、橋梁を切断 '分割し、クレーンにて撤去する計

画だつたため、仮設構造物等が、橋梁と交差する道路 (国道)の交通を阻害することから交通
規制が必要となるものであつた。 しかし、関係機関との協議の結果、交通規制は非常に困難で
あるため、夜間施工にて橋梁を横すべりさせクレーン等にて撤去する工法へ変更を行つた結果、

増額となる。

②旧橋撤去工法変更

約164億円
県内外で大規模工事が集中し、ここ数年で資材価格や人件費が高騰 している。また、国が定め

ている諸経費率の引き上 tずもあつたことから、増額となる。③物価上昇

④液状化対策の追加 約56億円
盛土区間の隣接箇所で掘削工事を行つた際、地質が当初想定と異なっていたことから盛土区間
について詳細調査をおこなったところ液状化対策工が必要 (H301)と なったため工事費が追加
計上となる。
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4.事業の進捗状況(事業費の見直し①)

屯摯

⑥歩行者動線の確保

上J"区画尊理事業

主な増観理由事業資増の内害 増観

約34億円
高架橋の基礎設置に伴う掘削をする際に鋼矢板による仮土留を設置し、高架橋の基礎設置後撤

去する計画であつたが、一部において撤去の際に軌道の変状が確認され、変状を避けるため撤
去をせず存置することとしたため、増額となる。

⑤仮土留工法の変更

約13億円

高架切答後 (R24)か ら駅広整備完了 (R5予定)までの期間、旧駅舎から新駅舎へのアクセス
として国道側の歩道を通る迂回ルー トを予定していたが、地元からアクセスを最短にしてほし

いという要望があつた。また、警察からは国道の歩道幅員が一部狭小であり迂回路として適さ

ないとの意見もあったことから、新幹線工事や区画整理事業と調整し、仮設の歩行者通路を設

置することとし、工事費が追加計上となる。

⑥歩行者動線の確保

約682億円計

⑤仮上留工法の変更
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4.事業の進捗状況(事業費の見直し②)

①支障物の発生
日長崎駅構内の軌道(待機場の軌道)撤去時に、当初想定していなかつた支持杭(ウクリート)が出現し、
杭の破砕撤去を要した。【施工数量 :800本程度/約450m】
日今後撤去を行う長崎駅構内の軌道 (延長 約5,500m)の下においても支持杭が存在する可能性が
あり、その破砕撒去費用を追加計上する。
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4.事業の進捗状況(事業費の見直し③)

②旧橋撒去工法の見直し
出当初、既存の橋梁を仮設構造物で下から支え、橋梁を切断して分割し、クレーンにて撤去する計
画だつたため、仮設構造物等が、橋梁と交差する道路 (国道)の交通を阻害することから交通規制
が必要となるものであつた。しかし、関係機関との協議の結果、交通量が非常に多いことなどから交
通規制が困難であるため、交通への影響を最小とする施工方法に見直しを行つた。その結果、夜
間施工とし、橋梁を横すべりさせクレーン等にて撤去する工法へ変更した結果、増額となる。
【対象施工数量 :橋長約35.4m、 最大幅約22.2m、 最小幅約6.8m、 4橋】
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5.社会経済情勢等の変化

日本事業地に隣接する三菱重工長崎造船所幸町工場跡地において、サッカースタジ

アムを主とした開発計画が民間事業者によつて進められている。

一
周辺エリアにおいて約1万台の交通量の増加が見込まれる。
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開発計画地
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」R長崎本線連続立体交差事業
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※シ帝ハ
°
ネットホールテ・ィングスHPより(R生。6.11発表)

日長崎スタジアムシテイプロジェクト概要

I長崎県長崎市幸町 (長崎駅徒歩 10分 )

サッカースタジアム、商業施設、ホテル、マンシヨン、オフイス、駐車場など

」三地面奉買: 63′ 746.58謂

0移動時間短縮便益 35億円増
0走行経費減少便益 7億円増
9
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6.事業の投資効果

◆ 用 (B/C)

〔費用〕
・連続立体交差事業に要する費用、関連道路の整備及び維持管理に要する費用

〔便益〕
口移動時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少使益

〔プラス要因〕
日開発交通量の増加 (近隣における大規模開発に伴う変更)

〔マイナス要因〕
,事業費の増 (支障物の発生、労務費日材料費の単価上昇等)

◆ B/Cでは計測できない効果
恒東西市街地の一体化による土地利用の増進
口駅舎デザインの高質化による景観の向上

・高架下空間の有効活用による利用可能用地の創出

・踏切による一旦停止の解消に伴うC02排出量の削減
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項 目
前回評価

(平成30年度)

今回評価

(令和元年度)

残事業 2.99=459億 円/154億円 2.82=521億 円/185億円

1.06=459億 円/434億円 1.03=521億 円/505億円全事業



7.対応方針 (原案 )

◆ 長崎駅から浦上駅周辺のエリアにおいて、鉄道の高架化により踏切を除却し、交通
の円滑化を図るとともに、鉄道で分断されていた東西市街地の一体化により、地域
の活性化に高く寄与する事業である。

◆ 事業進捗率は事業費ベースで約67%B33億円/494.2億円](平成30年度末)であり、
用地進捗率は100%となつている。

◆ 九州新幹線西九州ルートの令和4年度完成・開業に合わせて、長崎市から長崎駅周
辺土地区画整理事業との一体的な整備促進が望まれている。

◆ これまで可能な限リコスト縮減を図つてきており、事業効率化に大きく寄与する新たな
コスト縮減は見込めない。

◆ 事業費の増額はあるものの、費用対効果は見込まれる。

対応方針
(原案)
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